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議案第２２号 

 

平成２４年度白石町一般会計予算 

 

 平成２４年度白石町の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，０１７，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限

度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

（地方債） 

第３条  地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及

び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 
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（一時借入金） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２００，０００千円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

(1)  各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

 

平成２４年３月５日提出 

 

白石町長  渕  弘 晃    
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事　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

農業経営基盤強化資金利子補給金 平成２５年度から平成４４年度まで 融資平均残高の0.5％以内

中小企業者に対する設備資金利子補給金 平成２５年度から平成２７年度まで 当該条例で定めた額

農業振興地域整備計画費 平成２５年度から平成２６年度まで ６，８７９　　千円

第２表　債務負担行為
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１ 普通貸借証書

又は証券借入

２ 政府銀行金融

機関等から借入

償 還 の 方 法

　　　　　５．０％以内

　ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、

利率見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利

率

臨 時 財 政 対 策 債 430,000

370,000

第３表　地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率

（単位 ：千円 ）

　借入先の融資条件による。

　ただし、町財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利に借換え

することができる。

過 疎 対 策 事 業
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１．特別職 　

寒 冷 地 そ の 他

（人） 手 当 の 手 当

 

長 等 2 16,872 4,770 5,161 26,803 4,775 31,578

議 員 18 58,477 15,128 73,605 30,822 104,427

そ の 他 の

特 別 職

1,791 99,572 6,456 1,826 1,961 109,815 1,831 111,646

計 1,811 158,049 23,328 21,724 7,122 210,223 37,428 247,651

長 等 2 16,872 4,770 5,161 26,803 4,654 31,457

議 員 18 56,568 15,994 72,562 49,990 122,552

そ の 他 の

特 別 職

1,787 98,668 6,456 1,826 1,961 108,911 1,784 110,695

計 1,807 155,236 23,328 22,590 7,122 208,276 56,428 264,704

長 等 121 121

議 員 1,909 △ 866 1,043 △ 19,168 △ 18,125

そ の 他 の

特 別 職

4 904 904 47 951

計 4 2,813 △ 866 1,947 △ 19,000 △ 17,053

（備考　長等及びその他の特別職の期末手当年間支給率2.95月分）

本 年 度

前 年 度

比 較

給与費明細書給与費明細書給与費明細書給与費明細書

給 与 費

区 分

期末手当 地域手当 計

職 員 数

（単位：千円）

報 酬 給 料

共 済 費 合 計 備 考



２．一般職

（１） 総   括

職 員 数

（人） 報 酬 給 料 職員手当 計

本年度 288 1,145,011 854,199 1,999,210 401,893 2,401,103

前年度 291 1,147,675 872,131 2,019,806 391,757 2,411,563

比 較 △ 3 △ 2,664 △ 17,932 △ 20,596 10,136 △ 10,460

本年度 13,953 35,892 9,780 10,640 20,160 273,768 141,486 55,760 292,574 186

前年度 14,203 36,210 10,230 11,351 22,308 282,284 142,944 56,421 295,988 192

比 較 △ 250 △ 318 △ 450 △ 711 △ 2,148 △ 8,516 △ 1,458 △ 661 △ 3,414 △ 6

職員手当

の 内 訳

区 分

住居手当区 分 扶養手当

（単位：千円）

通勤手当

子どものため

の 手 当 等

期末手当

合 計

退職手当

宿日直

手当

給 与 費

児童手当

備 考共 済 費

勤勉手当

時間外

勤務手当

管 理 職

手 当

（単位：千円）

管理職員特

別勤務手当
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区 分 増 減 額

職員数増減に伴う増減分 △ 27,891

その他の増減分 10,601

昇給に伴う増分 10,179

職員数増減に伴う増減分 △ 19,926

時間外勤務手当の増減分   △ 958

選挙時間外勤務手当等の増減分 291

その他の増減分 △ 6,547

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

職員手当 △ 17,932

（単位：千円）

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

給 料 △ 2,664

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分 17,576

△ 2,950

△ 16,961

△ 971

△ 2,950

17,576

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分△ 971

説 明 備 考

△ 17,290

増 減 事 由 別 内 訳

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分



(3)　給料及び職員手当の状況

ア.　職員一人当たり給与

　

高 校 卒

大学卒

技 能 労 務 職

140,100

区 分

国 の 制 度

技能労務職（円）行 政 職 （ 円 ）

技能労務職（円）

299,479

314,401

47歳2月

24年 1月 1日現在

161,600 172,200

イ.　初任給

区 分 行 政 職 （ 円 ）

140,100

158,600

137,200

372,294

44歳8月

平均給料月額(円）

平均給与月額(円）

137,200

298,371

313,784

47歳2月

行 政 職

23年 1月 1日現在

平均給料月額(円）

平均給与月額(円）

平均年齢 （歳）

336,231

370,290

44歳1月

平均年齢 （歳）

336,902
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ウ.　等級別職員数　

(等級別の標準的な職務内容）

五　級

課長・専門監・参事

六　級

課長・専門監

　　四　級　　　　　二　級

主任主事 係長・主査

　三　級

係長・主査

区 分

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

　　一　級

主 事

技 能 労 務 職

区 分

25.9

127

72

69.2

級 構成比（％）

4 30.8

71.4

２ ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

15

7.5

4.6

４ 級

３ 級

２ 級

13

100.0

28.6

計

100.013

職員数（人）

14

10

4

9

5.3

100.0

２ 級

４ 級

３ 級

１ 級

46.1

24.8

11.7

282

４ 級

１ 級

31

２ 級

５ 級

３ 級

15

計

計

130

70

行 政 職

級 職員数（人）

6.117６ 級

16

構成比（％）

11.1

計

６ 級

278

５ 級

100.0

5.4

21

33

5.8

１ 級

２ ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

４ 級

３ 級

１ 級

45.7 ２ 級



エ.　昇給

　 　　

1 1

100.0

6

86.2

2

技 能 労 務 職

237

22

12206

288 275 13

合 計

職 種

6

250 13

1

行 政 職

86.8

4号給 (人 )

6号給 (人 )

3号給 (人 )

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

号給数別内訳

2

23

218

2号給 (人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ）

区 分

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 )

8号給 (人 )

1号給 (人 )

前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 ) 291 278

号給数別内訳

2号給 (人 ) 22 21

6号給 (人 )

1

4号給 (人 ) 223 212 11

13

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ） 254 241 13

1号給 (人 ) 2 2

8号給 (人 ) 3 3

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 87.3 86.7 100.0

3号給 (人 ) 4 3 1

-183-



-184-

オ.　期末手当・勤勉手当

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ.　その他の手当

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

備 考

有

有

国 の 制 度

1.90 3.95本 年 度

3.951.90 有

区 分

１ ２ 月 (月分 ）

3.95

支 給 期 別 支 給 率

2.05

2.051.90

６ 月 （ 月 分 ）

前 年 度

支給率計(月分）

(月分）

３５年勤続の者

(月分）

2.05

備 考

(月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等

（2～20％加算）

41.34 59.28 59.28

59.28

定年前早期退職

区 分

２０年勤続の者

(月分）

30.55

２５年勤続の者 最 高 限 度

国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職

特 例 措 置

（2～20％加算）

支 給 率 等

30.55

41.34

特 例 措 置

59.28

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容国の制度との異同

同

区 分
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国　県

支出金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

平成

23年度

402,000 301,500 100,500 402,000 402,000 26.8

平成

24年度

380,000 285,000 95,000 380,000 0

平成

25年度

350,000 262,500 87,500 350,000 0.0

平成

26年度

368,000 276,000 92,000 368,000 0.0

計 1,500,000 1,125,000 0 0 375,000 0 0 402,000 402,000 1,098,000 26.8

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

前々年度

末までの支

出額

前年度末ま

での支出

（見込）額

当該年度

支出予定

額

当該年度

末までの支

出予定額

翌年度以

降支出予

定額

６．

農林水

産業費

３．

水産業費

新有明漁港地

域水産物供給

基盤整備事業

（第三期工事）

継続費の

総額に対

する進捗

率

年度 年割額

左の財源内訳

特定財源

一般財源
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

1

農業経営基盤強化資金利子

補給金

融資平均残高の

0.5%以内

Ｈ16～23 6,159 Ｈ24～44 22,883 11,441 11,442

2

国営筑後川下流白石土地改

良事業償還負担（排水分）

1,058,132 Ｈ16～23 911,904 Ｈ24～26 146,228 12,750 133,478

3

国営筑後川下流白石土地改

良事業償還負担（用水分）

852,122 Ｈ16～23 619,725 Ｈ24～26 232,397 6,508 225,889

4

土地改良事業借入金償還補

助

償還金の20/100

相当額

Ｈ16～23 707,225 Ｈ24～33 179,916 179,916 0

5 緊急対策資金利子補給金

融資平均残高の

1.0%以内

Ｈ23 59 Ｈ24～26 121 121

6

中小企業者に対する設備資

金利子補給金

当該条例で定め

た額

Ｈ16～23 24,611 Ｈ24～27 12,400 12,400

支出見込額　 の支出予定額 特　定　財　源

一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支

出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額

前年度までの 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳
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　　　　　　（単位：千円）

7,814,005 7,271,344 370,000 730,023 6,911,321

(1) 総　　務　　債 423,830 285,771 0 86,212 199,559

(2) 衛　　生　　債 3,128,038 2,962,841 0 170,378 2,792,463

(3) 農 林 水 産 債 2,443,639 2,339,235 0 191,388 2,147,847

(4) 土　　木　　債 444,676 357,242 0 88,047 269,195

(5) 住　　宅　　債 773 0 0 0 0

(6) 教　　育　　債 977,679 887,185 0 95,052 792,133

地地地地 方方方方 債債債債 のののの 前前前前 々々々々 年年年年 度度度度 末末末末 にににに おおおお けけけけ るるるる 現現現現 在在在在 高高高高 並並並並 びびびび にににに 前前前前 年年年年 度度度度 末末末末

及及及及 びびびび 当当当当 該該該該 年年年年 度度度度 末末末末 にににに おおおお けけけけ るるるる 現現現現 在在在在 高高高高 のののの 見見見見 込込込込 みみみみ にににに 関関関関 すすすす るるるる 調調調調 書書書書

区　　　分

前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当該年度末現在高

見 込 額
当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金

償 還 見 込 額

　１．　普　　　通　　　債

(7) 消    防    債 11,148 8,282 0 2,866 5,416

(8) 過　　疎　　債 384,222 430,788 370,000 96,080 704,708

4,803,664 5,113,573 430,000 380,141 5,163,432

203,672 185,614 0 18,360 167,254

58,534 50,663 0 8,029 42,634

2,485,765 2,296,836 0 229,608 2,067,228

15,365,640 14,918,030 800,000 1,366,161 14,351,869

10,561,976 9,804,457 370,000 986,020 9,188,437

　（注）２．臨時財政対策債の当該年度中元金償還見込額には、繰上償還分１４９，１４９千円を含む。

　５．　合 併 特 例 債

合　　　計

　２．　臨 時 財 政 対 策 債

　３．　減 税 補 塡 債

　４．　臨 時 税 収 補 塡 債

２．臨時財政対策債を除いた合計（再掲）
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